
　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （ 内 閣 府 ）

計 200 200

200 200

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

費　目 26年度当初予算

- 19件 ―特定地域再生事業費補助金の選定件数
（H24年度に17件の選定事業について

繰り越しを行っている）

26年度見込

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

特定地域再生事業費補助金

26年度活動見込

-円

27年度要求 主な増減理由

　30件 20件

単位当たり
コスト

25年度

2,026,344円 10,445,915円

当初見込み

達成度

成果指標

33件

10,000,000円

活動指標 単位 23年度 24年度

  35件  

目標値 % -

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

25年度
目標値

（26年度）

特定地域再生事業費補助金の選定を受けた地方公共団
体に対する調査で、「目標を上回っている」「目標どおり」と
した事業の割合

成果実績 % -

単位 23年度 24年度

執行率（％） - 2.0% 86.7%

- 198 602 200

- 4 522

予備費等 - - - -

翌年度へ繰越し -

27年度要求

予算
の状
況

当初予算 - 500 300 200 200

補正予算 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度

▲ 302

執行額

26年度

- - -

計

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

少子高齢化対応・低未利用資源の有効活用等、我が国の経済社会にとって共通の特定の政策課題の解決に資する地域再生計画
の策定・事業の実施を支援することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

地域再生法の目的や理念に照らし、少子高齢化対応・低未利用資源の有効活用等、我が国の経済社会にとって共通の特定の政策
課題の解決に資するために次の支援を行う。
・特定地域再生計画策定事業（補助率：定額）
　特定の政策課題の解決に資する地域再生計画を策定しようとする地方公共団体が、地域の将来像や課題の解決のための取組に
ついて住民や関係団体との合意形成を図るため、調査等を実施する場合に補助金を交付する。
・特定地域再生計画推進事業（補助率：１／２）
　地方公共団体、公共的団体、ＮＰＯ・一般社団法人等のうち地域再生推進法人として指定された者が、特定の政策課題の解決に
資する地域再生計画に記載された事業を実施する場合に補助金を交付する。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 政策・施策名 施策名：24 特定地域再生計画の推進（政策6－施策⑦）

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

地域再生基本方針

事業開始・
終了(予定）年度

平成24年度・終了（予定）なし 担当課室 地域活性化推進室 参事官　須藤　明夫

事業名

事業番号 0032

特定地域再生計画の推進に必要な経費 担当部局庁 政策統括官（経済財政分析担当） 作成責任者

計算式

「執行額÷計画認定件数」

前年度から繰越し - - 302

23年度

単位当たり
コスト

算出根拠

活動実績

-

-

70% 80%

24年度

100%

- -

単位

96%

% 122.50%104.1%

25年度

72.9%

件

件 -

4,052,688円/2
件

522,295,767
円)50/件

-
200,000,000円
/20件

／



事業番号　　0032

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

点検対象外

評　価項　　目

引き続き、予算の効率的執行に努めるとともに、実績を適切に概算要求に反映させること。

-

補助金事業の選定に当たっては、外部有識者等で構成さ
れる検討会において、先駆性、熟度等の観点から総合的
な評価を行っている。また、完了検査を通じて地方公共団
体において交付された補助金が適正に使用されているか
を確認するなど、適正な予算執行に努めている。

○

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検・改善

○

○

少子高齢化対応等、全国の地域に共通する特定の政策
課題の解決に資する地域の取組に対して、重点的な支援
を行うことにより効果的・効率的に全国的な課題解決を図
るものであり、国が実施すべき優先度が高いものである。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

平成23年

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

行政事業レビュー推進チームの所見

本事業は、地域再生法に基づいて内閣総理大臣が認定
する地域再生計画に位置付けられた事業に対して補助を
行うものである。

また、分野横断的・総合的に取り組むべき特定政策課題
の効率的な解決を図るため、個別の分野における課題の
解決を目的とする他府省の既存の施策では対応できな
かったボトルネックの解消や既存の施策との組合せにより
当該施策全体の効果を高めることを企図する事業に対し
ても支援を行うものである。

なお、補助の対象については、既存の施策の対象となら
ない事業に限っており、補助事業の選定に際しても既存
の施策の活用の可能性について確認しているため、他の
事業と補助対象が重複することはない

所管府省・部局名

-

今後も本制度が有効に活用されるよう、周知等、利用促進に取り組むとともに、引き続き、予算の効率的な執行に努める。

現
状
通
り

重
複
排
除

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業となっ
ているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

○

特定政策課題の解決に資する地域再生計画に基づく取組に重点投資されることにより、地域再生の戦略的な取組が強化されるとともに、当該
取組から全国に波及する事業モデルを構築することによって、我が国全体の成長につながっていくことが期待される。

計画策定事業の支援の対象について、地域のNPOや民間事業者等も参画する協議会を設置して、幅広い事業展開につながる総合的なテーマ
に取り組む計画策定事業に限定している。
計画推進事業の支援の対象について、地域再生計画に定量的な事業目標や事業効果を明記するとともに、他の公共事業等と相まって効果を
発揮する総合的な取組に重点化している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

単位当たりコストの水準は妥当か。

平成25年平成24年

関連する過去のレビューシートの事業番号

H25年度　レビューシート番号0031　事業名「特定地域再生計画の推進に必要な経費」が公開プロセスの対象となっている。詳細は下記のとおり。
（評価結果）
事業全体の抜本的改善
（とりまとめコメント）
補助目的があいまいな上に、他省庁に類似していると見える事業の存在もあり、内閣府がこの事業をこのまま進めていくことには大きな問題がある。（廃止すべき
とする意見３名あった。)

○

-

―

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

新24-0004

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業を実施した地方公共団体においては、特定政策課題
の解決に資する地域再生計画の策定に向けた合意形成
が促進されるなど、効果的に活用されている。

-

--

改善の
方向性

-

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

○

○

○

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あ
るいは低コストで実施できているか。

備考

0031

○

○

○

外部有識者の所見

評価に関する説明



事業番号　　0032

※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

内閣府

522百万円

補助金事業の募集、選定、
交付決定等

【補助金】

Ａ．地方公共団体

（45市町村）

348百万円

特定政策課題の解決に資
する地域再生計画の策定

【補助金】

Ｂ．地方公共団体

（5市町村）

175百万円

特定政策課題の解決に資
する地域再生計画の推進

Ｃ．民間業者等

311百万円

特定政策課題
の解決に資する
地域再生計画
の策定のため
の調査等委託
費

【委託料】

Ｄ．自治体職員、有
識者等

18百万円

【旅費・報償費等】 【需用費・役務費等】

Ｅ．民間業者等

18百万円

特定政策課題
の解決に資する
地域再生計画
の策定のため
の先進地視察
旅費等

特定政策課題
の解決に資する
地域再生計画
の策定のため
の物品購入費
等

【委託料・工事
請負費】

Ｆ．民間業者等

140百万円

【備品購入費・そ
の他経費等】

Ｈ．民間業者等

33百万円

Ｇ．自治体職員、

有識者等

2百万円

【旅費・報償費等】

特定政策課題
の解決に資す
る地域再生計
画の推進のた
めの工事費、
管理委託費等

特定政策課題
の解決に資する
地域再生計画
の推進のため
の有識者謝礼・
旅費等

特定政策課題
の解決に資す
る地域再生計
画の推進のた
めの備品・財
産購入費等



事業番号　　0032

計 0.5 計 26.5

費　目 使　途

財産購入費
特定地域再生事業の核となる施設として活用
するための土地購入

金　額
(百万円）

26.5

10 計 0

使　途
金　額

(百万円）

D.㈱アナン・インターナショナル Ｈ.個人S

費　目

計

報償費 講師謝礼

C.㈱野村総合研究所 G.個人I

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 106 計 53.7

1.7

工事請負費 地域交流拠点施設整備 9.8

備品購入費等 ロビーチェア・会議用テーブル等 2.0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

工事請負費 地域交流拠点施設整備 10.6

工事請負費 地域交流拠点施設整備 13.8

金　額
(百万円）

計 10 計 2.4

B.笠岡市 Ｆ.室田建設㈱

費　目

委託料 健康・省エネ住宅推進調査委託業務 10

A.高知県 Ｅ.㈱つくばウェルネスリサーチ

金　額
(百万円）

費　目

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す

る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

費　目 使　途

歩数計の購入 2.4

使　途
金　額

(百万円）

需用費

工事請負費 地域交流拠点施設整備 14.7

工事請負費 地域交流拠点施設整備 53.7 工事請負費 地域交流拠点施設整備 53.7

委託料 佐用町森林資源活用計画策定の支援 10

報償費

委託料 施設新設工事の工事監理業務

講師謝金 0.5



事業番号　　0032

支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

Ｄ.

10 ㈱環境エネルギー総合研究所 地域再生計画基礎業務調査 8.7 1 100%

9 パシフィックコンサルタンツ㈱ 中山間地域における健幸なまちづくり計画策定業務 8.9 1 99%

8 （一財）地方自治体公民連携研究財団 未来政策会議による子育て・健康・福祉の複合活用戦略策定業務 9.2 1 100%

7 パシフィックコンサルタンツ㈱ 地域再生・健幸のまちづくり策定業務 9.2 7 92%

5 柏市 特定政策課題の解決に資する地域再生計画の推進 0.7 ― ―

4 天草市 特定政策課題の解決に資する地域再生計画の推進 2.6 ― ―

3 釧路市 特定政策課題の解決に資する地域再生計画の推進 6.2 ― ―

―

2 日野市 特定政策課題の解決に資する地域再生計画の推進 59 ― ―

1 笠岡市 特定政策課題の解決に資する地域再生計画の推進 106 ―

9.5 ― ―

9 伊達市 特定政策課題の解決に資する地域再生計画の策定 9.5 ―

10 習志野市 特定政策課題の解決に資する地域再生計画の策定

―

8 平群町 特定政策課題の解決に資する地域再生計画の策定 9.9 ― ―

7 富士見町 特定政策課題の解決に資する地域再生計画の策定 9.9 ― ―

6 篠山市 特定政策課題の解決に資する地域再生計画の策定 9.9 ― ―

5 佐用町 特定政策課題の解決に資する地域再生計画の策定 10 ― ―

4 茅野市 特定政策課題の解決に資する地域再生計画の策定 10 ― ―

3 遠野市 特定政策課題の解決に資する地域再生計画の策定 10 ― ―

2 雫石町 特定政策課題の解決に資する地域再生計画の策定 10 ― ―

1 高知県 特定政策課題の解決に資する地域再生計画の策定 10 ― ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ㈱野村総合研究所 佐用町森林資源活用計画策定の支援 10 1 92%

2 こうち健康・省エネ住宅推進協議会 健康・省エネ住宅推進調査委託業務 9.9 1 100%

6次産業化計画検討業務 9.8 1 ―

3 （一財）地方自治体公民連携研究財団 地域再生計画策定業務 9.8 1 99%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5
（一社）ノオト
㈱神戸新聞社

創造都市推進計画策定調査事業 9.8 1 ―

4 ランドブレイン㈱

6 プライスウォーターハウスクーパース㈱ 松山の限りある資源（たから）の補完と地域活性化計画策定調査 9.2 7 ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ㈱アナン・インターナショナル 講師謝金 0.5 ― ―

2 ㈱沖縄ツーリスト 職員出張旅費 0.2 ― ―

3 個人A 講師謝金 0.2 ― ―

4 個人B 講師謝金 0.2 ― ―

5 個人C 講師謝金 0.2 ― ―

6 個人D 講師謝金 0.2 ― ―

7 個人E 講師謝金 0.2 ― ―

8 個人F 講師謝金 0.1 ― ―

9 個人G 講師謝金 0.1 ― ―

10 個人H 講師謝金 0.1 ― ―



事業番号　　0032

E.

F.

G.

H.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ㈱つくばウェルネスリサーチ 歩数計の購入 2.4 1 97%

2 ㈱つくばウェルネスリサーチ 歩数計及び体組成計の購入 2.2 1 95%

3 ㈱つくばウェルネスリサーチ 住民の運動量調査のため健幸に関する訪問調査時対象者への貸与品 2 1 ―

4 ㈱つくばウェルネスリサーチ 歩数計及び体組成計の購入 1.9 1 99%

5 ㈱つくばウェルネスリサーチ 訪問調査用品 1.9 1 ―

6 ㈲美建工業 町産材活用イベント原材料費 1 1 100%

7 ㈲川本印刷所 町民周知用配布資料印刷費 0.8 1 100%

8 ㈱大成堂 住民の血圧調査 0.8 3 ―

9 ㈲コアコミュニケーション 食のまちづくりシンポジウムチラシ等印刷業務 0.6 1 93%

10 ㈱森本印刷 実績報告書印刷費 0.3 1 ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 室田建設㈱ 地域交流拠点施設整備 53.7 1 99%

2 ㈱野中工務店 特定地域再生事業に係る改修工事一式 21 4 87%

3 ㈱北木建設 地域交流拠点施設整備 14.7 9 94%

4 中国興業㈱ 地域交流拠点施設整備 13.8 7 93%

5 ㈲内藤電設 地域交流拠点施設整備 10.6 7 89%

6 山陽住宅㈱ 地域交流拠点施設整備 9.8 7 93%

7 ㈱スズキエンジニアリング 特定地域再生事業に係る電気機械整備工事一式 5.3 5 89%

8 ㈲マツイ工業 特定地域再生事業に係る外構工事一式 4.7 4 87%

9 ㈱建築事務所エヌピィオー 特定地域再生事業に係る現地調査等委託業務 1.8 7 84%

10 ㈱アーキスコープ 施設新設工事の工事監理業務 1.7 6 66%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人I 講師謝礼 0.3 ― ―

2 個人J 講師謝礼 0.1 ― ―

3 個人K 講師謝礼 0.1 ― ―

4 個人L 講師謝礼 0.1 ― ―

5 個人M 講師謝礼 0.1 ― ―

6 個人N 講師謝礼 0.1 ― ―

7 個人O 講師謝礼 0.1 ― ―

8 個人P 講師謝礼 0.1 ― ―

9 個人Q 講師謝礼 0.1 ― ―

10 個人R 講師謝礼 0.1 ― ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人S 特定地域再生事業の核となる施設として活用するための土地購入 26.5 1 ―

2 釧路建具家具生産協同組合 木育の教材とするための学習机・椅子購入費 3.2 1 100%

3 ㈱丸カ片山商店 釧路市農村都市交流センターテーブル・会議机の購入 1 6 95%

4 ワタナベ文具 ロビーチェア・テーブル等の購入 0.8 5 63%

5 くしろ西森林組合 カーフハッチ製作費 0.3 5 99%

6 ワタナベ文具 事務用机・事務用椅子等の購入 0.2 5 74%

7 ワタナベ文具 書類ロッカー購入 0.2 5 83%

8 丸善木材㈱ 釧路市ふれあいホースパーク修繕費 0.1 2 83%

9 ㈲インテリアイモト ブラインド・カーテン一式 0.1 4 81%

10 丸善木材㈱ 市営牧場牧柵材料 0.1 2 100%


